
監査結果公表第２１－２３号 

 

 

定期監査の結果に対する措置の通知の公表について 

 

 

 次のとおり監査結果に対する措置の通知がありましたので、地方自治法第１９９条第１２項及

び八尾市監査委員条例第８条の規定により公表します。 

 

 

平成２２年３月１日 

 

八尾市監査委員   冨 永 峰 男 

同      八 百 康 子 

同      平 田 正 司 

同      井 上 依 彦 

 

 

記 

 

 

１ 措置の通知 

   定期監査の結果に対する措置の通知 

    平成２２年２月１日付け八財財第１６８号 

     

２ 問合せ先 

   八尾市本町一丁目１番１号 

    八尾市監査事務局 

     電話番号 072－924－3896（直通） 

 

３ その他 

   措置の通知については、市役所３階の情報公開室及び八尾市ホームページで閲覧できます。 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部財政課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） 文書事務について 

 収受文書の大半において

八尾市文書取扱規程に基づ

く収受印押印や文書処理簿

記載等受付処理がされてお

らず、不適切であるので、

適正な事務処理に改めるこ

と。 

 

 事務処理において、八尾市文書取扱規程に基づいた適正な処理を行

うよう、職員に周知徹底しました。 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部財産活用課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 ４．その他（継続取組中） １市有財産の売払処分につ

いて 

平成 18 年度より公有地

有効活用検討委員会の処分

計画に基づき、市有財産及

び土地開発公社からの買戻

し物件について順次売払処

分が行われている。平成 20

年度の公有地処分の進捗状

況は、現下の厳しい経済状

況の影響もあり未だ計画の

半分以上が処分に至ってい

ないが、今後の公有地処分

について公平・公正性の確

保を基本とし、鋭意処分計

画を進めること。 

 

 20 年度に処分に至らなかった５物件につき、１物件を除いて 21 年

度に処分を実施し、１物件は処分に至り、３物件は年度末までの処分

に向けて買受の募集を実施中です。なお、残りの１物件(安中町９丁

目管理地)は、なお課題整理に時間を要するため、21 年度処分実施は

見送りました。また、21年度処分計画の６物件については、４物件が

処分に至り、残り２物件は年度末までの処分に向けて買受の募集を実

施中です。また、22 年度処分計画３物件のうち、１物件は 21 年度に

て前倒しで処分に至りました。22年度は５ヵ年の処分計画の最終年度

に当たるため、未処分物件について課題整理を行い、鋭意処分実施を

進める予定です。 

 

措置状況 ２．措置予定 ２普通財産の管理委託につ

いて 

市有地の管理委託業務

(除草業務）については、契

約金額の根拠として単価見

積(1 時間 1 名当り)を徴取

し業務委託総額の契約が行

われている。仕様書におい

て、契約額算定の提示内容

が不明確であるため、的確

な条件・指示を記載するよ

う改めること。 

 

仕様書の記載内容について、除草面積及び作業時間数（８時間/日）

は契約書末尾に記載されているとおりです。 

又、除草の標準作業量は大阪府の積算基準に基づいて算定している

が、府積算基準は公表していないため、仕様書に標準作業量は記載で

きないので、平成２２年度より仕様書に「契約金額は、除草面積と大

阪府積算基準をもとに得られる作業人数に、時間単価と１日の規定作

業時間数を乗じて算定するものとする」ことを記載するよう改善を図

ります。 

 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部財産活用課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年７月１日） ３車両管理について 

マイクロバスの運行管理

については、日々の車両管

理確認日誌をもとに委託業

者から提出される月間の運

行管理実績報告書により行

われている。しかし、同報

告書は車両別ではなく、臨

時の運行車両も混在して記

載・報告されているため、

累計距離数の不一致や車両

の燃料給油量等が不明確で

あるなど的確な業務把握が

困難なことから、同報告書

の様式等について改善する

こと。 

 

 ご指摘の運行管理実績報告書につきましては、監査の指摘を受け６

月運行分より様式変更し、車両別に記載し、走行距離・燃料給油量の

把握が可能となるよう改めました。 

措置状況 ２．措置予定 ４契約事務について 

契約事務において、随意

契約理由が適当でないもの

及び適用条項が誤っている

ものが見受けられたので、

適正な契約事務に改めるこ

と。 

 

 ご指摘の随意契約理由が適当でなかったマイクロバスの運行業務

委託契約につきましては、平成２２年度契約分より入札により長期継

続契約を締結する予定です。 

 また、随意契約適用条項が誤っていたシルバー人材センターとの南

ガレージ公用車貸出業務委託契約につきましては、地方自治法施行令

及び八尾市財務規則の規定に則り、随意契約の根拠として地方自治法

施行令第１６７条の２第１項第３号の適用と改めました。 

 

 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部市民税課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 ３．検討中 １たばこ販売促進にかかる

現物支給について 

たばこの販売促進及び市

たばこ税増収対策として物

品(カートンポリ袋)を購入

し、大阪東たばこ商業組合

に対し現物給付を行ってい

るが、実質的には団体に対

する補助金であり、また、

健康問題等喫煙に関する社

会的環境の変化の点から

も、公費支出の必要性をも

含め見直しを図ること。 

 

 たばこ組合への現物支給については、従来からたばこ税の増収対策

として、販売促進を目的に行ってきたものであり、本市財政にとって

も年間十数億円の税収は大きな意義を持つものです。また、近隣他市

においても、なおたばこ組合への補助を継続しているところが多数あ

る現状からすると、本市が取りやめることの税収への影響が懸念され

るところであります。しかしながら、昨今のたばこに対する社会情勢

の変化から、従来の現物給付に市民理解が得にくくなっているとの指

摘を勘案し、今後はたばこ組合への現物支給を打ち切り、本市の事業

として広報活動等を行うよう検討しています。 

 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ２証明発行事務について 

記載が不十分な委任状や

不適切な委任状で市民税・

府民税証明書を発行してい

るもの、決裁が不足してい

るものが見受けられたの

で、適正な事務処理を行う

こと。 

 

 委任状の記載内容について十分な確認を行うよう指示しました。決

裁漏れについては訂正し、今後は業務終了後にチェックをすることと

しました。 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ３減免事務について 

⑴公益法人等に対する法人

市民税の減免事務におい

て、均等割免除の適用条文

が誤っているものが見受け

られたので、適正な事務処

理に改めること。 

 

適用条文の誤りについては、確認のうえ訂正しました。今後の事務

処理においては、チェックのため決裁時に条文のコピーを添付するこ

ととしました。 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ⑵軽自動車税減免申請書に

おいて、添付書類が不足し

ているもの、受付日や申請

日の記入がないものなどが

見受けられたので、適正な

事務処理に改めること。 

 

減免の申請書において、添付書類や記入等の漏れのないように担当

職員に指示を徹底しました。今後は、記入漏れ等がないよう複数の担

当者で確認することとしました。 

 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部資産税課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年１２月１８日受付分より） １固定資産税・都市計画税

の減免申請について 

⑴災害により損害を受けた

固定資産の所有者からの固

定資産税及び都市計画税の

減免申請に対する決定に際

して、減免割合等の決定の

根拠となる当該固定資産の

損傷状況等についての記録

や写真が整備されていない

ものが見受けられた。また、

減免決定の根拠とした適用

条項やその基準が不明確な

ものも見受けられたので、

より適正な事務処理となる

よう改めること。 

  

事務処理において被害者が、り災証明書を持参され減免申請書の届

けがされる以前に、すでに消防署から送付を受けている火災報告書に

基づき現場調査を実施し、現場の写真撮影を行うことを徹底しまし

た。 

また、減免割合を決定するにあたり現場調査を行った職員に調査書

の作成を命じ、被害状況の把握に努めることとしました。 

減免適用条項や基準については、指摘を受けて市税条例施行規則第

７条第１項第３号に規定されている減免率の適用を適正に行うよう

職員に通知しました。 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ⑵低所得者に対する減免申

請の可否判断に際しては、

住民基本台帳情報や税情報

等が必要となることから、

申請者の手続軽減を図るた

め、同意書の提出を求めて

いるが、同意年月日や同一

生計者の同意欄の記載漏れ

が多数見受けられた。また、

減免申請に対する処理結果

の記入漏れも数件見受けら

れたので、適正な事務処理

に改めること。 

 

 

窓口での受付時や処理作業時に記載漏れや誤りのないよう、職員に

周知徹底しました。 

 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ２証明・閲覧申請等につい

て 

 評価証明書、公課証明書

等の交付申請書において、

必要となる所有者欄、物件

の所在地欄や申請年月日等

の記載漏れが多数見受けら

れたので適正な事務処理に

努めること。また、交付に

際しては、申請者と所有者

の関係が一部明確でないも

のも見受けられたので、法

令等に基づき厳正に対応す

ること。 

 

証明書の交付申請に際して、所有者欄と申請年月日については申請

書の受付時に記載漏れがないよう徹底するよう窓口職員に指示しま

した。 

また、申請者と所有者の関係が判断できる書類等の提示を求めるよ

う指示しました。 

 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部資産税課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年６月８日） ３前渡資金の精算方法につ

いて 

固定資産評価業務に必要

となる法務局の地籍測量図

等の複写手数料支出につい

ては、資金前渡で受けた後、

前渡金額を概ね使い終わっ

た時点（数ヵ月後）で精算

行為がなされている。また、

精算書において、資金受領

日以前に支払われた複写手

数料が精算されているなど

一部不適切な事務処理も見

受けられた。今後は、八尾

市財務規則の規定に基づ

き、毎月分を翌月の 10日ま

でに精算するなど適正な事

務処理に改めること。 

 

 

 地籍測量図等の複写手数料は１部３０円と小額で、毎月の支出も平

均で２０００円ぐらいであり、過去から慣習的に前渡金が僅かになっ

た時点で補給する方法をとっていました。 

今般、指摘を受け、平成２１年６月からは財務規則に基づき、翌月

の１０日までに精算処理をするよう改めました。 

 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部納税課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年１２月３日） １滞納処分について 

⑴滞納者との納税交渉経

過や財産調査から差押・交

付要求を経た後の換価・配

当に至る一連の滞納処分

に係る書類については、滞

納者ごとに滞納処分経過

報告書に綴り管理されて

いる。経過報告書において

交付要求の処理記載や完

結日が漏れているもの、配

当計算書において決裁前

に換価代金の交付を受け

ているものや「市長が確認

した債権額」の欄に誤って

配当金額と同額を記載し

ているものなどが見受け

られたので、適正に処理す

ること。 

 

  

指摘事項については、十分注意すれば防ぐことができるものと考え

ます。適正に処理するよう担当係会議の際に職員に周知徹底するとと

もに、チェックを強化し、決裁の意味をきちんと理解し処理を行う様

指示を徹底しています。 

措置状況 １．措置済（平成２１年１２月３日） ⑵所在、財産等に関する調

査の結果、地方税法第 15

条の7第1項の第1号から

第 3号に該当した場合、滞

納処分停止調書にて滞納

処分の執行停止の決議が

されているが、調査内容と

適用条項が一致しないも

の、停止理由を訂正してい

るものの適用条項が訂正

されていないものなどが

見受けられたので、適正に

処理すること。 

 

  

 地方税法上の滞納処分の執行停止の要件の適用につき、該当事由を

適正に処理するよう、担当係会議の際に職員に周知徹底をしました。

 またチェックの強化に努め、不備が見られた場合には処理を再度行

う様、指示を徹底しています。 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ２市税の延滞金減免事務に

ついて 

⑴納税義務者等からの延滞

金減免申請書について、受

付印の押印や受付番号を連

番でとるなどの処理が行わ

れていなかった。申請書の

収受を確証させることや書

類の散逸防止等の点から、

今後適切な書類管理の方法

について検討すること。 

 

 

 延滞金減免申請書に受付番号の項目を設け、受付番号順にファイル

に綴じています。 

 書類管理の方法において改善を図りました。 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部納税課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年９月１日） ２市税の延滞金減免事務に

ついて 

⑵延滞金の減免割合につい

ては、延滞金減免要領で全

額及び半額と規定されてい

るが、その適用について具

体的な基準が明記されてい

ないため、規定の整備を図

り適切な運用に努めるこ

と。 

 

  

 地方税法においては減免率の具体的な記載はないので、延滞金減免

要領で規定していた条項の削除改正を行い、適用することとしまし

た。 

措置状況 １．措置済（平成２１年７月３１日） ⑶延滞金減免申請書におい

て市が決議する項目につい

て、減免後の納付額の記載

を統一すること。また、減

免率や減免後の納付額の記

入のないものが見受けられ

たので、適正な事務処理に

改めること。 

 

 

 延滞金減免申請書の様式を変更し、従来、納付額のみ記載があった

項目を明確に延滞金納付額とし、記載を統一しました。 

 また記入漏れにつきましては、チェックを強化し、不備が見られた

場合は処理を再度行う様、指示を徹底しています。 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ３軽自動車税（継続検査用）

に関する納税証明書発行事

務について 

⑴証明書発行に際し、交付

申請書に交付担当者や上司

の決裁印を押印する欄がな

く、発行についての責任所

在やチェック体制の点から

不十分であることから、適

切な事務処理に改めるこ

と。 

 

 

軽自動車税（継続検査用）納税証明書交付申請書に決裁欄を設け、

発行についてチェックが行えるように改めました。 

 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ⑵過年度の納税証明書にお

いて、証明書の有効期限が

証明書発行日以前の表記に

なっていたため、適切な表

記とするよう改めること。 

 

 

 

納税証明書発行の際に、直近の年度を選択する必要があるにもかか

わらず古い年度を選択した事により、証明書の有効期限が証明書発行

日以前の表記になってしまったものです。再度、課内会議の際に直近

の年度を選択する必要がある事を職員に周知徹底しました。 

 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部納税課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ３軽自動車税（継続検査用）

に関する納税証明書発行事

務について 

⑶交付申請書において、標

識番号（ナンバープレート）

や所有者名が鉛筆書きのも

の、住所欄が空白のもの、

標識番号等を市側で追記・

修正していると考えられる

ものなどが見受けられたの

で、適正な事務処理に改め

ること。 

 

  

交付申請時において、申請者に標識番号（ナンバープレート）や所

有者名をペンで記入してもらうこと、また、住所欄、標識番号等を申

請者に漏れなく記入してもらいチェックを必ず行うように再度、課内

会議の際に職員に周知徹底しました。 

 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ４調定事務について 

納税証明書手数料、市税

延滞金収入の調定におい

て、数ヵ月分の収入を一括

して調定されているものが

見受けられたので、八尾市

財務規則に基づき適正な事

務処理に改めること。 

 

 

納税証明書手数料、市税延滞金収入の調定において、１ケ月分の収

入を毎月調定するよう改め、八尾市財務規則に基づき適正な事務処理

を行うようにしました。 

 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ５契約事務について 

⑴督促状及び催告書封入封

緘業務委託契約等におい

て単価契約が締結されて

いるが、支出負担行為日を

契約締結日とし、年間予定

数量に単価を乗じた金額

にて作成されていた。支出

負担行為として整理すべ

き時期は、契約相手方から

の契約履行に基づく請求

があったときに行うこと

が適当であるので改める

こと。 

 

 

督促状及び催告書封入封緘業務委託契約等において、支出負担行為

日を、契約相手方からの契約履行に基づく請求日に改めました。 

 

 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

財政部納税課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ５契約事務について 

⑵住民情報システム端末機

器プリンタの保守業務委託

契約等において、契約書の

契約締結日や契約相手方か

らの再委託申請書の申請日

が未記入のもの、契約に基

づく業務員名簿が提出され

ていないものが見受けられ

たので、適正な事務処理に

改めること。 

 

  

住民情報システム端末機器プリンタの保守業務委託契約等におい

て、契約書の契約締結日・契約相手方からの再委託申請書の申請日を

記入させ、契約に基づく業務員名簿も提出させるように改めました。

 

 

 



定期監査の結果に対する措置の内容 

各課共通事務 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） １文書事務について 

⑴伺書において、決裁日、

施行日、廃棄年月欄などに

記入のないものや鉛筆にて

内容訂正されているもの、

添付の控文書や契約書(案)

に公印を押印しているもの

等が見受けられたので、適

正な事務処理に改めるこ

と。 

伺書における記入漏れ、鉛筆にて内容訂正されているものについて

は、適正な方法で訂正しました。公印の押印については、「公印の使

用について」を確認し、慎重な取り扱いをするよう周知を行いました。

今後、事務処理は適正に行います。 

 

 

 

 

 

 

 

（財政課、財産活用課、債権管理課、市民税課、資産税課） 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ⑵文書処理簿において受発

先、受発信日、受発信者印

欄が記入されていないもの

等が見受けられたので、八

尾市文書取扱規程に基づき

適正に処理すること。 

 

文書処理簿において受発先、受発信日、受発信者印欄を記入するよ

うに、再度職員に周知徹底し、八尾市文書取扱規程に基づき適正に処

理するように改めました。 

 

 

 

 

 

（市民税課、資産税課、納税課） 

措置状況 １．措置済（平成２１年８月３日） ２備品の管理及び備品台帳

の整備について 

備品台帳と現品を抽出し

照合したところ、一部にお

いて備品台帳がないものや

備品番号シールの貼付のな

いもの、廃棄された備品に

ついて備品台帳が未処理の

もの等が見受けられたの

で、備品台帳の整理を図る

とともに、適正な備品の管

理に努められたい。 

 

備品台帳と現品を照合点検し、廃棄した備品で備品台帳等が未処理

のものなどについて台帳の整備を図りました。 

今後、備品の管理は適切に行います。 

（財産活用課については今年度中に措置予定） 

 

 

 

 

 

 

 

（財政課、財産活用課、市民税課、資産税課、納税課） 

 

 

  

  

 


